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　学校教育が子どもを大人にして社会に参入さ

せるために行われているとしたら，育てなけれ

ばいけないのは，OECD の言うコンピテン

シーだけだろうか（１）。平成29年に新しい学習

指導要領が示されて，教室で身につける学力

は，進学のためのテストで必要と考えられてき

た教室的な知識としての学力から，知識を集団

で活用できる学力へとブラッシュアップされ

た。それは，文明化した国際社会で必要な力，

すなわちコンピテンシーにも似ている。新しい

学習指導要領では，それらの力を主体的で対話

的で深い学びを通して，身につける力と捉えて

整理していると考えられる。

　しかし，人が人であるということは，有能さ

と同じであろうか。ダックワースの言うような

やり抜く力は新しい学力として定義可能なのだ

ろうか（２）。あるいは，人としての優しさや，

敢えて言えば弱さは，同じように身につけるべ

き力なのだろうか。人が芸術作品に感動したり，

特定のスポーツが好きだったり，食べ物の嗜好

がはっきりしていたり。あるいは，考えること

が好きで慎重派だったり，行動的だったり，喜

怒哀楽がはっきししていたり。人が人との違い

を理解し合い，当てにしながら社会生活を営む

ためには，人間としての有り様を豊かに体験し

て，人間性を豊かにする必要がある。あるいは，

人と人との豊かな関わりを通して，たくさんの

体験の中から，自分を豊かにし，様々な人とと

もに生きていく経験が必要である。学習活動が

ますます生きる力をブラッシュアップし，知識

を溜め込む学力から，知識を社会で活用する学

力へとコンピテンシー育成の質を向上させよう

としている。ある面，学力の領域が拡大してい

る。だから，ますます，人間としての様々な体

験が重要となる。社会で自立する力を育てるた

めに，教育課程を考えるときに，教科の学習以

上に大きな影響を与えてきたのが特別活動であ

る。

　しかし，学校はそれだけの意識を持って特別

活動に取り組んできただろうか。学習とは別の

領域で，子どもたちが自分で考えて集団活動す

れば特別活動になると，特別活動をカリキュラ

ムとしてではなく，カリキュラムとは別の活動

領域だと考えてこなかっただろうか。

　平成29年新しい学習指導要領が告示された。

告示直前の中央教育審議会特別活動ワーキング

グループの検討の中で，キャリア教育の中核と

なる時間の明示が必要だという意見が出たとい

う（３）。教育活動全体の取り組みをつなぐ中核

的な時間として，特別活動を位置付けることに

なった。

　そもそも，学校教育の目的は，子どもを大人

にすることにある。子どもが大人にならなけれ

ば，この社会を維持し，発展させていくことは

できない。子どもを大人にするとは，読み書き

算などの知的スキルの育成やその国の歴史や文

化を継承するといった知的な力の向上に加え

て，大人社会で生きていく資質を育てることが
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必要だ。社会的自立を支えるために，子ども一

人ひとりの能力や環境に応じて，人として育て

ることが，学校教育の役割であると思う。

　現在多くの学校では，特別活動は，教科指導

とは別の論理で運営されている場合が多いので

はないか。勉強を頑張れば，文化祭など学校行

事は生徒たちの自由なアイデアで運営できます

よ，という位置付けである。学校教育が，全体

として子どもを大人にする教育だとするなら

ば，勉強の合間にお楽しみとしての学校行事や

生徒会があるのではなく，教科学習と特別活動

を合わせて，トータルに大人としての知識や対

人的あり方などを指導する場でなくてはならな

いのではないか。

　今回，この小文では，特別活動の課題，キャ

リア教育の課題，そして具体例として神奈川中

学校の職業体験の状況を整理して，キャリア教

育の視点で特別活動をカリキュラムマネジメン

トできるかについて検討したい。

１　特別活動の課題

　特別活動は，1951年の学習指導要領に「教科

の学習だけでは十分達せられない教育目標がこ

れらの活動によって満足に達成されるのであ

る。」と記載されているように，今日の特別活

動の内容が位置付けられた。特別活動の発生に

ついては，磯島が詳しく変遷を整理している（４）。

1947年の学習指導要領では，自由研究が位置

付けられ，週あたり１時間から４時間の時間が

配当された。自由研究の内容は，磯島によれば，

児童や青年の自発的な活動のなされる時間とし

て，個性の伸長に資するものとされた（５）。内

容的には，教科の発展としての自由な学習，ク

ラブ組織による同好会的な活動，当番や学級委

員などの自治活動に分けることが可能だ。1951

年の学習指導要領改定によって，小学校では自

由研究が「教科以外の活動」に変わり，児童会，

児童集会，学級会，委員会，クラブ活動等がそ

の内容とされた。中学校および高等学校では「特

別教育活動」として，ホームルーム，生徒会，

クラブ活動，生徒集会の４領域に整備された

が，単なる課外活動ではなく，教科を中心とし

て組織された学習活動ではないいっさいの正規

の学校活動として教育課程に位置付けられた。

1968年の改定では，高等学校を除いて，「特別

活動」の名称で統一され，内容も，児童生徒活

動，学級指導，学校行事の３領域に整理された。

1978年の高等学校学習指導要領に改定により，

高等学校も「特別活動」の名称で統一され，内

容もほぼ同様になった。

　特別教育活動について，水原は，「教科の一

般目標の完全な実現は，教科の学習だけでは足

りないのであってそれ以外に重要な活動がいく

つもある。教科の活動ではないが，一般目標の

到達に寄与するこれらの活動を指して特別教育

活動と呼ぶのである。」との1951年の学習指導

要領を引用しながら，ホームルーム，生徒会，

生徒集会などで，問題解決学習の実際的な訓練

の場として，また，民主主義の市民形成に取っ

ても欠かすことのできない経験として位置付け

られていた，と述べている。民主主義の原理と

生活の方法を学ぶ活動として位置付けられ，基

本的には生徒たち自身の手で計画されることが

必要な活動であると，整理している（６）。

　現在の文部科学省の考え方は，国立教育政策

研究所教育課程センターが作成したリーフレッ

ト『特別活動』から，理解できる。その中学校

編では，「特別活動の特質は，学習指導要領に

おける位置付けと潜在的カリキュラムとの密接

な関わりが相まって，児童生徒の学校生活を支

え，心に残る学級・学校の文化の創造に寄与す

ること」にあると指摘している。役割としては，

人格的，社会的な自立を培うこと，自主的，実

践的な態度を育むこと，魅力ある学級，学校づ

くりを実現することなどを挙げている。また，

我が国の学校教育を特徴付ける教育活動として

「特別活動はその成り立ちや内容から見ても日

本的な特色を持った教育活動として誕生し，我

が国の全人的な教育を特徴付ける学校文化」で
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あると述べている。集団活動を通して個を鍛え

る，中学生期の教育課題に向き合う，人間関係

や豊かな人間性を育てる，生徒の問題解決能力

と教員の指導力を高めるなどして，学校教育と

しての役割を果たしている。生徒たちには，集

団の中で活動し，学校文化を創りながら個を鍛

え，自分自身や他者の存在や意味に気付き，社

会的自立に向けて育っていく場が必要である。

集団が学習内容であり方法であり，なすことに

よって学ぶ活動であると言っている（７）。

　人が人として社会でその存在を受容されて生

きて行くためには，自己を知り，他者を受け入

れ，集団をより良い方向へ進める意欲や資質が

必要である。そういう資質を集団の体験の中で

育てる場こそが，学級，生徒会，学校行事など

を指導の場とする特別活動の領域である。

　現行の学習指導要領中学校編では，特別活動

の目標は「望ましい集団活動を通して，心身の

調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団や

社会の一員としてより良い生活や人間関係を築

こうとする自主的・実践的な態度を育てるとと

もに，人間としての生き方についての自覚を深

め，自己を生かす能力を養う」となっている。

2016年中教審の審議のまとめについては磯島

が整理している通り，現行指導要領の成果とし

て，特別活動は集団での活動を通して社会で生

きてゆく力を育む活動として機能してきたこ

と，特別活動の生徒指導ガイダンスの機能が望

ましい集団活動に寄与してきたこと，特別活動

の集団活動は学校文化を作り日本の教育課程の

特徴として海外から高評価を得ていることの３

点を挙げている。充実のためには，教育課程全

体における特別活動の役割機能を明らかにする

必要，各活動の内容は指導のプロセスについて

構造的な整理が不十分，自治能力やキャリア教

育の視点を明確にすべきことの３点が課題であ

る（８）。実際学校現場で，学級担任をしていた時，

生徒会担当として生徒と議論しながら生徒会活

動を作り上げていた時，学校行事を担当して年

間に行事を配当し進行を運営していた時には気

づかなかった重大なことがある。それは，特別

活動が学校の教科教育を含めた教育課程に位置

付けられ，生徒の全人的教育に教育課程全体の

一部として寄与しなければならないということ

である。学級担任の目は，様々な課題の生徒を

抱えながらなんとか学級を平静に保とうとする

ことに注がれる。生徒会担当であれば，生徒会

本部役員との協議を通して，自主的自立的な生

徒会運営や生徒会行事の成功を目指して，生徒

と目的を共有することに傾く。学校行事担当で

あれば，修学旅行や文化祭，体育祭などのメイ

ンとなる行事を，定期テストの合間を縫ってど

のように配置し，どのように準備期間や冷却期

間を設ければ生徒も教員もスムーズに暮らし働

くことができるかに関心が集中する。担当する

部署ごとに視野が異なり，学校の教育課程全体

として特別活動の目的や内容をどう考えるかと

いう視野を持てないケースが多いのではない

か。

　地区ごとに学校を超えた研究組織として，各

教科研究会の他に，道徳や特別活動などの研究

部会が存在している。中学校や高等学校の特別

活動研究会でしばしば研究テーマに挙げられる

のが，生徒のリーダー育成である。リーダー育

成については，北岡の指摘が興味深い。北岡は，

特別活動におけるリーダー育成について次のよ

うな指摘をしている。特別活動は，集団活動に

傾き過ぎていたため，様々なリーダーがともか

く置かれてはいるがその果たすべき役割と意義

が十分に認識されないまま，教師の代理的役割

を務め，形骸化しているのが現状ではないか（９）。

さらに，我が国の特別活動では，諸活動の規則

や手順を繰り返し教えて，生徒だけで活動を半

ば自動的に進めていけるようになることを目指

してきた。したがって，選ばれたリーダーに求

められるのは創造性ではなく指示された仕事を

効率的に間違いなくこなすことになっていっ

た。これが，あとは選良に任せるという日本の

大人社会の政治的無関心の萌芽なってはいない

かとの指摘である（10）。リーダー育成そのもの
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が目的化すると，教師の個性や，子どもたちの

自由をどう捉えているかにもよるが，教師の指

示通り手順を踏んで集団を動かす力を育てよう

とするか，生徒の自由な領域として生徒の希望

や主張を叶えることを重要視するか，経験上ど

ちらかの傾向に大別される。中学校では，教師

の有能な部下となって活動させる傾向が強く，

高等学校では学校における生徒の自由を尊重

し，生徒が先輩から受け継いだものを自由に展

開させようとする傾向が見られる。しかし，特

別活動そのものの目的に立ち戻れば，集団の中

で個を鍛えることであり，社会的自立の力を育

てることであったはずである。リーダー育成が

目的化すると，その狭い集団が社会になり，そ

の狭い人間関係の中での関係づくりや役割を果

たすことが多くなり，いわゆる「内輪受け」的

なインナーグループの中での関係づくりをさせ

るだけになってしまう。特に最近の子どもたち

は，所属した集団に自己を合わせることに腐心

しがちである。インナーグループ内での自分の

居場所や役割観の確立からは社会的自立への道

は遠い。特別活動の本来の目的に沿った，リー

ダー育成や行事の実現などを進めるためには，

学校全体の教育目的を教科教育，道徳教育，総

合的な学習の時間とともに，特別活動がその実

現を担っているという自覚と，カリキュラムマ

ネジメントの発想が必要なのではないだろう

か。

２　キャリア教育について

　学校教育が自立のための営みであるとするな

らば，学校教育全体がキャリア教育である。な

ぜならキャリア教育とは，具体的な社会的自立

へこころざしや手がかりを，学校在学中に育て

ようとする教育だからである。このことを，下

村は，キャリア教育とは「生涯にわたる自分の

キャリアを自分で考えるようにするための教

育」であると，述べている（11）。自分が他者と

の関わりの中で今どう生きるかが特別活動の中

で体験すべきものであるなら，その延長線上に

社会に参画する仕方をどうするかを考えさせる

教育がキャリア教育の役割であろう。その意味

では，学校の時間割のどの駒をキャリア教育に

当てるかということ以上に，特別活動とキャリ

ア教育は連続性がある。

　キャリア教育は歴史的にはアメリカで発生

し，日本でも労働環境の変化の中で重要視され

るようになった。アメリカでは，職業教育との

関係が強く，アメリカにおけるキャリアエデュ

ケーションの目標は，「すべての児童生徒学生

に対して知的教科と職業的教科を総合的に指導

して高校卒業後に最もふさわしい進路を選択

し，社会的職業的自己実現ができるように，知

識，技術，態度などを習得し，人間として望ま

しい生き方を指導しようとする」ものである（12）。

吉田と篠によれば，アメリカは20世紀初頭か

ら職業教育が盛んであった。1930年代アメリ

カでは世界恐慌で，青年の失業者が増大し，経

済恐慌が職業選択の可能性を奪ってからは，強

調点が全人的指導の方向へ転換していったとい

う。そして，従来の職業指導とともに，生徒の

能力，適正，興味，志望などの指導を出発点と

して，生徒の人格の健全な成長発達や生活全般

にわたっての適応を目指したガイダンス運動が

展開された。1971年以降，アメリカ連邦教育

局の主導で行われたキャリアエデュケーション

は教育改革の重点施策の一つで，全米の幼稚園

から大学までキャリア発達の視点から実践的教

育活動を展開した。小学生段階でのキャリア教

育は，のちのより本格的なキャリア教育のベー

スになるような体験や経験を具体的な人物を通

して子供達に伝える活動。中学生では，職場見

学や職業体験など具体的に大人との関わりの中

から，抽象的な職業とか将来について自分なり

の理解を作り上げる活動。高校生になると，実

際の職業場面に即した教育。大学生は人生初め

ての就職をどうするか考えさせる。この時期，

パーソンズは職業指導に関する世界最初の体系

的な書物を著し，その著書の中で，ガイダンス
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を通して，１自分自身をはっきり知ること，２

職業につくために必要な能力について理解する

こと，３上記二つの要因の間の関係を正しく推

論することを育てるべきであるとした。また，パー

ソンズは青少年の懸命な職業選択によって職業

生活の確立を図り，漸進的に社会改良が進むと

考えた。また，スーパーは，職業指導を通して，

個人が自分自身と働く世界における自分の役割

について，統合されかつ妥当な自己の映像を発

展させ受容すること，が大切だと考えた（13）。

こうして，アメリカでは職業教育から，生き方

や働き方を考えるキャリア教育が発展していっ

た。

　日本では， 2004年がキャリア教育元年と言わ

れている。社会的背景としては，フリーターの

増加，就職難，早期離職，転職者の増大，学校

から職業への移行の課題，不登校などの学校不

適応，従来型の雇用形態の崩壊などが挙げられ

る。これらの状況で学校教育の課題としてキャ

リア教育の考え方や，職業体験などの進め方が

整理された。2004年の文部科学省の「キャリ

ア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会

議報告書」が公表され，キャリア教育とは「児

童生徒一人ひとりのキャリア発達を支援し，そ

れぞれにふさわしいキャリアを形成していくた

めに必要な意欲・態度や能力を育てる教育」と

定義された。吉田は，キャリア教育の特徴を１

生き方の一環として職業を学ぶ　２主体的に進

路を選択する能力態度　３体験学習　ガイダン

ス　カウンセリング　４家庭地域との連携　５

小学校から発達段階に合わせて実施する５点に

整理している。「社会の中で自分の役割を果た

しながら，自分らしい生き方を実現していく過

程」をキャリア発達というが，キャリアは段階

を追って発達する（14）。その段階をふまえて，

社会的・職業的自立に必要な基礎となる能力の

育成を進める。特に中学校では，現実的探索と

暫定的選択の時期であり，発達課題としては，

肯定的自己理解と自己有用感の獲得，興味・関

心に基づく勤労観・職業観の形成，進路計画の

立案，生き方や進路に関する現実的選択が発達

課題である（15）。2004年の段階では，キャリア

教育で育てる，いわゆる４領域８能力が示され

ていた（16）。2011年になると，中教審答申「今

後の学校におけるキャリア教育・職業教育のあ

り方について」において，４領域８能力は「基

礎的・汎用的能力」として，人間関係形成・社

会形成能力，自己理解・自己管理能力，課題対

応能力，キャリアプランニング能力に構成し直

された。４領域８能力の考え方と比較すると，

忍耐力やストレスマネジメントなど自己管理能

力が新たに独立的に考えられて，整理された。

また， 2004年のキャリア教育元年以来，職業体

験学習なども盛んになり，全国の中学校で，計

画，実施，ふりかえりを含んで５日間の職業体

験が学校に定着した。キャリア教育の実施状況

については，平成25年（2006年）の「キャリ

ア教育・進路指導に関する総合的実態調査第１

次報告書（概要版）」で確認する限り，調査対

象校500校の約９割で職業体験学習を実施して

いることがわかる（17）。

　職業体験学習については，下村は，「働く大

人を間近に見て，直に接し話をすることで，児

童生徒の中にはっきりとした手応えが残り，変

化が生じます。それは先生方が与えることので

きる変化とは性質の違うものです。こうしたこ

とは子供の周りにいる大人の力を借りることで

初めて可能になることです。」と述べている（18）。

中学生を大人に育てるには，中学生同士と，教

員と親だけでは不足である。核家族化，少子化

が進んで，親が自分の子どもの能力の伸長だけ

に関心を持つことが増えている。また部活動，

塾通いなど，子ども自身の能力を向上させる子

ども主体の時間が占める割合が多くなってい

る。子どもが，大手を振って子どもでいられる

場や時間が増え，むきだしの大人と接する機会

が減っている。子どもが社会性を獲得するには，

子ども中心の場や時間ではなく，大人中心の場

に参入しなければ，大人のルールを直に感じ取

ることはできない。私は，だから職業体験は重
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要だと考えている。平成16年（2004）の東京

都の調査では，３日間の職場体験を通じて

77％の生徒が働くことの意義や充実感が深まっ

たと感じていることがわかる（19）。この職業体

験の良いところは，地域社会の力を学校に活用

する，地域社会とともに学校づくりをすすめ

て，地域の子どもをともに育てる意識と実態の

形成にもある。下村は，「キャリア教育には学

校の教員以外の大人が関わる可能性」や，「キャ

リア教育による地域のセーフティーネット」な

どという表現をしている。安心安全な学校づく

りには，安心安全な地域づくりが欠かせない。

地域社会が自律的に，良い地域づくりを進めよ

う，学校でより良い教育をしてもらおうと，は

たらきかけることが大切である。

３　神奈川中学校の職業体験学習

　私は，横浜市立神奈川中学校の校長をしてい

た時に，神奈川中学校職業体験学習の冊子に次

のような文章を載せて，生徒たちへ職業体験の

意義を語りかけた。「『人間が生きのび，人間と

して成長していくためには，社会的生活を営み

互いに助け助けられつつ生きていくことが不可

欠なことである。（中略）その一つがヒトの互

恵的（ごけいてき）利他（りた）行動（こうど

う）である。互恵的利他行動とは，血縁関係が

ない者の間でも，（中略）自分の利益を犠牲に

しても他の誰かの利益になることを進んでする

という人間の行動のことである。』これは門脇

厚司著『子どもの社会力』の一説です（20）。門

脇氏は，人間が社会的動物として生きていくた

めには，子どものころから社会と接するトレー

ニングが必要だと言っています。人は基本的に

他人のために努力することを通して社会的な集

団として生きています。働くということは，自

分の才能を発揮したり，自分の喜びを見出した

り，自分や家族が生きていくための収入を得た

りする側面もありますが，基本的に他人ために

努力することなのです。やりたい仕事や好きな

仕事を考える前に，他人のために黙々と働き，

世の中に認めてもらうことも大切です。自分が

仕事を選ぶのではなく，仕事や社会に自分を選

んでもらうのです。世の中で働き始めるという

のはそういうことです。」子どもたちは，自分

中心の世界でものを考えている。子どもだから

当たり前であると思う。しかし，中学校の任務

は，子どもを社会に送り出すことにある。その

地域に住んでいれば，誰でもその地域の小学校

に通学し，誰でもその学区の中学校を卒業する

ことができる。これは，義務教育が共通とか平

等などの価値を大切にしているからである。し

かし，高等学校は，その高校への進学を希望し

ても，入学者の選抜があり，希望が叶うとは限

らない。自分の力や特性を理解できないと，た

だただ受験競争に投げ入れられるだけになる。

己の適性や，能力や特性を正しく理解し，その

ことに納得と自信を持てなければ，他者との貧

しい比較だけで進路を考えなければならなくな

る。そうなれば，自分を認められない者も出現

すれば，他者を見下したり，受け入れられない

者も出現し，進路選択を通して傷つけあう関係

しか築けなくなる。自分の特性を受容し，他者

に自分の特性を認めてもらうという考え方なし

には社会に参画することはできない。自分中心

の座標軸から，社会の座標軸を想定し，自分を

そこに当てはめる力も必要になる。それには，

トレーニングが必要である。

　学級活動や，生徒会活動，学校行事などは学

校の中で，同質性の高い社会集団のなかでのト

レーニングであり，発達段階に即したトレーニ

ングを教員の指導監督のもと計画的にかつ調整

を効かせながら実施することができる。これが，

特別活動が教育課程に組み込まれている理由だ

と思う。しかし，職業体験の相手は，学校の事

情に主軸があるのでなく，会社や顧客や地域に

主軸を置いている大人たちである。このことを

下村は「実際に職場で働くことはもちろん職場

ではきちんと挨拶する。職場には時間通りに到

着するということを知るのも大事なキャリア教
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育の目的の一つです。大人に囲まれて右往左往

することも，その結果少々叱られることも，す

べて子どもの中に経験として蓄えられていま

す。」と述べている（21）。子どもたちを自立に導

くため，親でもなく教員でもない大人が関わる

職業体験の果たす役割は大きい。

　さて，神奈川中学校の職業体験は，キャリア

教育元年と言われる2004年に先立って，1988年

に始められている。その発生と発展について確

認しておきたい。

（１）1987年の事業準備
　神奈川中学校区では学校家庭地域連携事業の

健全育成事業として，竹細工教室とちぎり絵教

室を実施していた。学校家庭地域連携事業とは，

学校と家庭と地域が総会と地区懇談会を実施し

て，学校だけでなく地域ぐるみで，主に中学生

の健全育成を進めようという組織で， 1985年ご

ろに横浜市内の中学校学区ごとに設置された組

織である。神奈川中学校でも，設置の趣旨にし

たがって竹細工教室のような事業が始まってい

た。竹細工教室は神奈川中学の生徒と学区の３

小学校の生徒計150人を対象に竹とんぼなどの

作り方を教える教室であり，ちぎり絵教室は神

奈川中ＰＴＡ成人委員会のちぎり絵講習会のメ

ンバーの方たちを講師として，同じく小中学生

を対象に実施された。

　この時期，横浜市内の中学校は神奈川中学校

に限らず，深刻な荒れに見舞われていた。中学

生の生徒指導上の課題は深刻であり，解決策を

学校も地域も模索していた。竹細工教室など実

施の３年目を迎えた1987年に，この二つの教

室では子どもの健全育成には不十分であり新た

な事業が必要だ，との考えから次のような改善

の方針が確認されたという。改善策の検討にあ

たっては，神奈川中学校の両角英之教諭，神奈

川中学校PTAの茂木茂さん，地域の自治会関

係者堀江芳雄さん，山根誠さんなどが推進にあ

たった。子供たちの健全育成のために新たな事

業を起こすにあたって，１こどもたちが自分を

見つめ直す内容にしたい，２より多くの地域の

かた達に協力して頂く事業にしたい，３企画段

階から学校だけでなく地域も運営の主体になる

事業にしたい，４生徒が主体的に取り組める事

業にしたい，との方針が決まったという（22）。

地域と学校が一緒に中学生の健全育成を進める

ため，地域の教育力を学校教育活動へより有効

に生かすことが必要だとの共通認識に立ったの

である。山根誠さんに改めてインタビューを試

みてわかったことがある。実は，このころ神奈

川中学校では，荒れる学校に直面し，PTAが

全校清掃活動を生徒とともに取り組み，例えば

教室の蛍光灯の上に積もったほこりまで徹底的

に掃除するなど，学校の課題に具体的に取り組

もうとしていいた。このようなPTA活動の基

盤があって，地域が主体となる職業体験学習に

つながっていく。山根さんは，職業体験学習を

始めた動機を，「子どもたちが地域のまなざし

の中で生きていることを感じ取って，地域の子

として育って欲しい」と語ってくれた。こうし

て，地域の人たちが先生役を務める職業体験学

習が生まれていった（23）。

　そこでは，地域の教育力を学校教育に活用す

る意義として，１生徒の自発性や自主性を育て

るのに役立つ，２社会の一員としての自覚が深

まる，３将来への展望を開く機会とすることが

できるとの内容が確認された。こうして，竹細

工教室は，大人の働く姿を見せて中学生に将来

への希望を育てようと，職業体験という事業に

発展することになった。神奈川中学校の職業体

験事業は，企画の段階から地域と学校が手を携

えて，中学生の健全育成をすすめ，社会的自立

に導いていこうとする方向性を持っていた。こ

の事業は学校家庭地域連携事業の一環として考

えられていたため，連携事業実行委員会の各部

門から推薦された，茂木茂さん，堀江芳雄さん，

山根誠さんなど地域の人達６名が，「青年ボラ

ンタリーの会」を組織し，学校のパートナーと

して企画にあたることとなった。
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（２）1988年第１回目の職業体験学習
　1987年から準備が進められた神奈川中学校

職業体験学習は次のような実施要綱で第１回目

が実施された。

第一回目（昭和６３年）の実施要項
１　趣　旨　○学校・家庭・地域連携事業として地域の方たちとのふれあいの場とする。
　　　　　　○働くことの厳しさ，喜びを体験し，仕事に対する正しい認識を培う。
２　内　容　導入としての全体講話とグループ別の職業体験
３　ねらい　○仕事の厳しさ，喜び，工夫や生きがい，ひたむきさを実感してもらう。
　　　　　　○地域を支える人々の生活や心情を理解し，将来の社会を担う一員としての自覚
　　　　　　　を育てる。
　　　　　　○地域に於ける大人と子どもの関係を見直し，ふれあいを通じて地域の教育力を
　　　　　　　高める
４　講　演　　講　演　テーマ「家を建てる」（１１月７日実施）
５　グループ別講話　（以下の分科会で１１月２７日に実施）
（１）電気のしくみと生活（電気設備）　　　　　　　　（２）さかなと健康（鮮魚販売）
（３）いんさつのできるまで（印刷業）　　　　　　　　（４）自動車修理のコツ（板金塗装）
（５）君ならどんな家を建てる（建築設計）　　　　　　（６）女性消防士のいきがい（消防士）
（７）園児とともに（幼稚園教諭）　　　　　　　　　　（８）たたみのある生活（製畳業）
（９）デザイナーという仕事（インテリアデザイナー）　（10）いのちをみつめて（看護婦）

　1987年に実施に成功した職業体験学習は，

2017年の今日でも営々と歴史をつないで実績

を重ねている。近隣の小学生も，神奈川中学校

の職業体験学習に期待して中学校に進学してく

るようになっている。地域社会の力で職業体験

学習が行われていることが，学校や地域の誇り

となっているのである。

　神奈川中学校でこのように長い年月にわたっ

てこの事業が実施できるのは，地域の商店が活

力をもって営業を続けていることや，地域社会

が自治会活動や地域の祭りなど組織だった活動

ができて，多くの住民の参加を得ているという

底力があるからである。この日の様子について，

当時神奈川中学校PTA会長で青年ボランタ

リーの会の茂木茂さんは，「製造業からサービ

ス業まで，その道の専門家が集まっての職業体

験学習，一時，神奈川中学校が街に変貌したよ

うです，寿司屋さんや花屋さん，教室は店に，

廊下は歩行者天国に，のれんや看板こそありま

せんが街の営みそのものです。教室から時折聞

こえる生徒の楽しそうな声，職業を通していろ

いろなことを学び体験する素晴らしい行事だと

思いました」と語っている（24）。青年ボランタ

リーの会の一員として，学校の課題に向き合

い，主体となって企画した人だからこそ言える

言葉である。

　巻末の資料１には，学校に講師を招いて実施

する職業体験学習について，講師となった人た

ちの業種を，日本標準産業分類を基本に整理し

て一覧表にした。1988年から始まって， 2000年
までは講師数が20人ほど来ている。しかし，

文部科学省のキャリア教育元年に近い2002年

からは， 2年生で実施する校外型の職業体験に

取り組み始めたため，校内に講師を招く校内型

の職業体験は1年生のみが対象となって，講座

数が17前後に減っている。業種別にみると初

期には近隣の工務店など製造業関係が多かった

が，近年になると，区役所などの公的サービス

を始め個人業ではなく組織が対応しているもの

が増えてくるのがわかるが，製造，情報産業，

小売店，美容師などの生活関連サービス，医療

福祉，消防署などの公務などの業種が約30年

間の実施時期を通じてバランスよく継続されて

いる。講師の方の中には，先代から講師を引き

ついだ次の世代の経営者もいるし，その中には

神奈川中学校の卒業生もいるという，まさに継
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続は力なりである。

（３）キャリア教育元年前に始まった中学２年
　　生対象の職業体験学習
　キャリア教育元年に近い2002年，校外型の

職業体験学習を開始するため，学校と「青年ボ

ランタリーの会」は協働して，地域の商店など

にあたり，生徒の就労体験先を探し， 50以上の

事業所で実体験としての就労体験が始まった。

　毎年の体験学習の開始までには，職業の学

習，体験先の希望調整，振り分けが決定したら，

生徒に練習をさせた上で電話による事前訪問の

アポイント，生徒による事前訪問，神奈川中学

校所属の全教諭（例年25人程度）が分担して

体験事業所へ事前訪問し体験内容と体験生徒の

確認などを行う。体験学習当日の計３日間，中

学2年生は学校ではなく職場での体験を継続す

る。事業所によっては，３日間は受け入れられ

ない２日間のみ受け入れのような事業所も複数

あるので，生徒によっては，２日間はある事業

所，３日目は別の事業所という生徒もいるた

め，教師の事前準備は相当な業務量となる。体

験の３日間，校長も幾つかの事業所周りをす

る，教諭達も事業所周りをして，事業主や従業

員への挨拶，生徒への声かけをする。体験終了

後は，体験内容を事業所ごとに活動内容や感想

を新聞にして振り返りの学習をする。さらに，

体験のお礼状作成を指導し，お礼状とともに生

徒が作成した新聞を事業所に送り，事後学習と

している。

　事業所は例年50から60ほどを確保し続けて

いる。事業所の総数，及び職業の構成は次の表

から理解できる（25）。

表　（2008年までは，日本標準産業分類に基づいていなかったため「その他」があるが， 2009年からは同分類に従った。）

　実施年によっては，近隣に体験の事業所数が

確保できず，電車バスを利用する体験場所への

拡大をして数の補完をしている。巻末の資料２

からわかることは，数多くの事業所から協力を

得て職業体験を実施していることに加え，学区

内や徒歩圏の事業所が圧倒的に多いということ

である。（学区内及び徒歩圏にある事業所には

表中に●を入れて示した。）これは，この事業

が地域社会の手で始められたという発生史にも

よるが，学校が街中にあり，大口通り商店街に

加え，保育園や幼稚園，製造関係の小事業所な

どが多く存在するという事情にも起因してい

る。地域社会に職業体験の事業所が多数あると

いうことは，学校教育を地域社会で支える実態

があるということである。この事業を始めた頃

の関係者の願いである，「子どもたちが地域の

まなざしの中で生きている」ことを感じ取って

ほしいとの願いが，地域に引き継がれているよ

うである。地域に開かれた学校づくりなどのフ

レーズはよく聞くが，キャリア教育の場面を活

用して，地域社会が学校教育にコミットしてい

る好例である。教室で行われる教科の学習活動

は専門性が高く地域社会がコミットしにくい教

育活動であるが，キャリア教育という，子ども

を大人の社会につなげていく教育は学校教育の

究極の目標であるとともに，学校だけで実施す

るよりも，学校以外の大人が参加した方がはる

かに現実的な内容となる。このような教育活動

は副産物として，地域社会の大人が，中学生の

顔と名前がわかるわけであるから，青少年の健
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全育成に結びつき，安心安全な学区づくりに貢

献している。

おわりに

　学校教育の目指すものは，社会的自立であ

り，社会的自立のためには，その社会で必要と

される知識や技能の習得とともに，様々な他者

の存在を受け入れ，所属する社会集団のルール

や限界を受容し，明日の社会をよりよくする意

思を持つ，いわゆる社会性の獲得が必要であ

る。子どもたちは，教科学習を通して知性を向

上させ，特別活動を通して人間性を磨く。その

中で，キャリア教育の中心である職業体験学習

は，学校ばかりか，地域社会が，教育の主体と

して，明日の社会人を育てるためのアイデアを

考え，指導を行う。神奈川中学校の実践例の素

晴らしいところは，地域社会と学校が30年前

に協働して始めたことが未だに，地域にも学校

にも引きつがれていることである。

　公教育としての学校教育が目指すものはどう

あるべきか，個性や能力の伸長か，社会性の獲

得か。どちらか一つということは言えないにし

ても，少子化が進み親も子も，自分の将来をど

う豊かにするかに目が向かう。塾や習い事を通

して，進学塾などで評価の高い高校を目指し，

個性や能力の伸長に関心を持ち，可能な限り親

も子も時間と資金を投じて努力する。しかし，

個性や能力ばかりを伸長させ，社会性が十分に

育てられなかった子どもは，他者と働くのに本

人も苦労するし，能力を活用させてもらう関係

も築けない。

　社会性の獲得こそ，自立の鍵なのではないか

と思う。社会に受け入れてもらい，社会の力と

なり，社会をより良い方向へ変えていく。そん

な力を育てることが大切だ。前出の茂木茂さん

は，「子供たちに大人の生きる姿を見せる事は

大切であり，大人の役目かもしれません，職業

体験学習を大人との触れ合いの場として大切に

して頂ければと思います。」。と述べている。ま

た，当時自治会から青年ボランテリーの会に参

加した堀江芳雄さんは「子ども達に短時間で仕

事の厳しさ，楽しさを理解して頂くことは大変

に難しく講師の方々にも打ち合わせや準備にご

苦労されたことと思います。（中略）仲間に時

間と労力を惜しむことなく地域に貢献すること

を提唱しているところです。（中略）こうした

学習に対する協力も新しい時代に於ける私達先

輩の当然の責務と考える次第です。次代をにな

う子供達の将来への手助けをすることも大切な

役割でしょう。」と語っている。どちらも，地

域社会の住民として主体的に，子どもを大人に

していこうとする担い手としての考え方が現れ

ている。生きる力や，社会に開かれた教育課程

を実現するには，教室での教科学習に加えて，

子どもたちの学びを地域とともに組織し，小さ

な実現を重ねていくことが有効である。地域の

関係者を含めて，様々な人たちが，教科以外の

側面から子どもの自立を支える豊かな取り組み

が必要なのである。

　今回この小文では，特別活動の捉え方，キャ

リア教育の目指すものを踏まえて，横浜市立神

奈川中学校での職業体験という個別のケースに

ついて検討した。教育課程の埒外に，学校の教

育方針とは別の次元で継続している子どもたち

の世界となっている特別活動についても，キャ

リア教育の視点で整理すれば，カリキュラムマ

ネジメントを通して，特別活動の改善が可能な

のではないだろうか。教科学習に加えて，学校

として特別活動を通してどのような自立の道筋

を想定するか，教職員が共有できるようになる

ことが望ましい。今回は，少々，神奈川中学校

の職業体験という個別のケースにこだわりすぎ

たかもしれないが，事実をきちんと記録するこ

とも意味があると思い，このような文の構成に

した。今後，特別活動と子どもの自立について

は，改めて検討したい。
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力の領域では役割把握・認識能力と計画実行

能力，意志決定能力の領域では，選択能力と

課題解決能力とされていた。

（17）文部科学省　国立教育政策研究所　生徒

指導・進路指導研究センター『変わるキャリ

ア教育』ミネルヴァ書房（2016年）巻末資料。

（18）下村，前掲書p.4。
（19）東京都教職員研修センター『平成16年度

　教育研究院研究報告書　特別活動』p.17
（20）門脇厚司 『子どもの社会力』 岩波書店

（1999年）p.56。
（21）下村，前掲書p.79。
（22）横浜市立神奈川中学校『学校・家庭・地

域連携事業報告書』（2011年）。学校家庭地

域連携事業は，地区懇談会や総会などを通し

て，中学校区の生徒の健全育成を支援する組

織であり，横浜市内のすべての中学校区で，

中学校，学区内の小学校等，自治会等で形成

している。神奈川中学校区では，それらの事

業に加えて，ふれあいコンサート，職業体験
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が，職業体験の記録が主な内容となってい
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れまでの神奈川中学校職業体験学習の歴史を

まとめた部分があり，今回参考にした。

（23）2017年12月10日  元神奈川中学校PTA
会長で青年ボランタリーの会を組織した山根

誠さんからの聞き取りによる。

（24）神奈川中学校，前掲書より重引用。

（25）事業所の総数及び職業の構成の変遷の数

的データは，神奈川中学校前掲所及びその後
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資料１　校内型の職業体験学習での職業の変遷（横浜市立神奈川中学校『学校・家庭・地域連携事

業報告書』（2009,2010,2011,2012,2013,2014,2015,2016年版をもとに作成した。）
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資料２　校外型の職業体験学習の事業所の変遷（横浜市立神奈川中学校『学校・家庭・地域連携事

業報告書』2009,2010,2011,2012,2013,2014,2015,2016年版をもとに作成した。）尚，表

中の●は本文にも示したが，神奈川中学校学区内か徒歩圏の事業所である。
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